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１．道路行政マネジメントについて 

 

（１） 取組みの背景と必要性 

近年、財政状況が厳しさを増すなか、国民の価値観の多様化などを背景として、質の高い社会

資本整備や効率的で透明性の高い行政サービスの提供が求められている。 

政府では、平成 14 年度より「行政機関の行う政策の評価に関する法律」が施行され、成果志向

の行政への転換が推進されている。また、特に公共事業については、「経済財政運営と構造改革に

関する基本方針 2002（平成 14 年 6 月 25 日閣議決定）」において、「計画策定の重点を（略）従来

の「事業量」から計画によって達成することを目指す成果にすべき」とされるなど、成果志向の

行政への転換が求められている。 

国土交通省では、社会資本整備審議会に対し、今後の道路政策のあり方等に関して諮問し、平

成 14 年 8 月、同審議会より中間答申「今、転換のとき」が答申された。同答申では、道路整備に

ついて、戦後一貫した整備の結果、一定の量的ストックは形成されたと評価するとともに、今後

の成熟型社会においては、これまでのような取り組みが必ずしも最適なシステムではなくなって

きていると指摘している。その上で、今後の道路政策については、道路サービスによる成果（ア

ウトカム）を重視し、道路ユーザーが満足する道路行政に転換することが重要であるとしている。 

国土交通省道路局では、国民の視点に立ち、より効果的、効率的かつ透明性の高い道路行政へ

と転換を図るため、平成 15 年度より、国民にとっての成果を重視する成果志向の考え方を組織全

体の基本と位置づけ、アウトカム指標を用いた業績評価の手法を中心に、政策の評価システムを

核とする新たな道路行政運営の仕組み（道路行政マネジメント）を導入している。 

 また、国民へのアカウンタビリティを果たし、道路行政をより効率的・効果的に実施するため

に、アウトプットの量に着目したマネジメントを行うとともに供用時期を宣言するプロジェクト

マネジメント手法を取り入れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 行政評価導入の経緯 
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（２） これまでの取組みと成果 

 

① 達成度報告書/業績計画書 

・平成 15 年度から、成果に着目した運営を目指すべく各指標に係る次年度の業績計画書を策定し

た（平成 15 年 7 月 31 日）。 

・平成 16 年度は、１年間の取組みを評価し、次の施策に活かすマネジメントサイクルが一巡した

初めての年であり、平成 15 年度達成度報告書および平成 16 年度業績計画書をとりまとめた(平成

16 年 6 月 30 日)。 

・平成 17 年度は、引き続き前年度の取組みを評価して公表する達成度報告書と当該年度の業績計

画書をとりまとめ(平成 17 年 6 月 30 日)、道路行政マネジメントの取組みを確実に実践していく

ために、道路行政マネジメントの地域への浸透・定着に向けて取り組んだ。 

・平成 18 年度は、引き続き前年度の取組みを評価して公表する達成度報告書と当該年度の業績計

画書をとりまとめるとともに、よりよい道路行政を推進するため、ＮＰＯや市民団体等をパート

ナーとし、道路施策の立案段階から実施・事後評価に至る各段階について協働して実施すること

により、身近なニーズにきめ細やかに対応していくこととしている。 

 

図 2 道路行政マネジメントの流れ 
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② 道路行政の成果 

 

道路利用者満足度が 2年連続して上昇 

道路行政の取組みの結果、道路利用者満足度は、平成 17 年度に 5 点満点中約 2.9 点となり、2

年連続して上昇した。特にやや不満、非常に不満の合計が 49.7%から 36.5%と大幅な減少傾向を示

した。この満足度調査は、平成 18 年 3 月 21 日(火)から 3月 29 日(水)にかけて、道路サービスに

対する道路利用者の満足度について、インターネットを用いて実施したものである。全国の20,000

人から回答が得られた。 

 

〈道路利用者満足度が上昇した項目の例〉 

・日常使う道路整備について 

「日常使う道路整備」に対する満足度が、3.25 点と最も高く、+0.45 点と大幅に上昇している。 

 

・渋滞状況について 

「渋滞状況」に対する満足度は、3.00 点となっており、+0.41 点と大きな上昇となっている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

図 3 道路利用者満足度調査結果 
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２．道路行政マネジメントの浸透と定着 

 

（１）役割別のマネジメント(本省、整備局、事務所)  

現場においては、目標とする成果（アウトカム）を向上させる方法が分かりにくいとの意見が

多い。向上させるべきアウトカムを意識しながら、それを実現するためのアウトプットを見つけ、

具体的な対策箇所を抽出し、自らが制御でき、かつ事業実施の実感を得られる整備量（アウトプ

ット）に着目した事業進捗を管理することが「実践」における課題である。 

本省・整備局・事務所は、各組織の使命・役割分担を明確化し、対外的にも明示することで、

国全体・広域・地域の各レベルの国民ニーズを的確に反映した予算配分、道路プロジェクトの立

案・実施等のマネジメントの実践が求められている。 

また、「実践」にあたっては、本省－整備局－事務所等が一体となり、地方自治体や地域の有識

者などと連携し、自らの改善点や工夫に気付く「考える組織」となって問題解決にあたることが

重要となってくる。そのため事務所では、国民の声（地域住民・道路利用者のニーズ）に基づく

問題点の整理、地域の課題の明確化、政策テーマ及び目標値の設定、事務所業務の実施、達成状

況のモニタリングとその分析と評価の実施、業務計画の見直しといった一連の流れ（ＰＤＣＡサ

イクル）を実践・徹底することが必要である。 
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（２）本省での取り組み 

各施策分野においては、各施策の背景・必要性、効果の明確化、平成 17 年度に宣言した目標

の達成度や具体的な取組みの成果、平成 18 年度の取組み方針や目標を明確化する。個別の取組

みを分かりやすく情報発信する。 

また、これまでの一つの「指標」に着目した評価ではなく、道路行政が行う各施策の背景・

必要性、効果を様々なデータ等を用いて評価することとする。 

これまでの各指標については、施策の成果を表す代表的な指標として取り扱う。 

 

 
 

 

 

 

 

 

一つの指標に基づく評価 

（指標改善に向けた取組みを記載）

 

・ 指標と予算配分の連動 

 

【従 来】               【今 後】 

・ 背景・必要性、効果の明確化（必要に

応じて改善策の提示） 

・ 様々なデータ等を用いた政策に対す

る評価の実施 

・ 社会資本整備重点計画のフォローア

ップのための指標の整理 

・ 地域のニーズ、課題を的確に反映した

マネジメントの実施 

・ 効率的、透明性の確保に向けた事業進

捗管理の徹底 

本省の指標に基づく具体的マネジメ

ントの実施 

 

・ より効果が上がる予算配分、取組

みの実施 

「達成度報告書・業績計画書」の公表 

（
本 

省
） 

 
 
 
 

（
地
整
等
・
事
務
所
等
）

図 5 道路行政マネジメントの今後の取組方針 
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（３）現場での取り組み 

 

① 職員アンケート結果 

全国職員を対象としたアンケート調査を実施することで、マネジメントの取組みの浸透度合い

を職員の実感から把握するために、平成 17 年 11 月に地方整備局等職員を対象にアンケートを実

施し（全国 10 地方整備局等の職員 2,361 名から回答（回答率 66.9％））、現状の意識の確認及び

課題を抽出した。 

 

＜アンケート結果の要点＞ 

○マネジメントの意味を何らか認知している職員が全体の約 7割にのぼるが、マネジメントの 

意味をよく知っている職員は約 2割にとどまる。 

○マネジメントを認知していない大きな理由は、日常業務と関係がない（手一杯／関係ない）、 

ＰＲ・研修不足となっている。マネジメントの浸透度合いは、所属別では出張所、役職別で

は一般職員ほど低い。 

○地方整備局毎に浸透度合いは異なり、内部勉強会や研修等が浸透に寄与している。 

 

 2.0%

13.9%

14.1%

47.4%

22.6%

言葉も意味
もよく知って

いる

言葉はよく知っている
が意味は何となく

知っている

言葉は知って
いるが意味は

知らない

言葉を聞いた
ことがある程度

言葉を聞いたこともない

Ｎ2,355

70%

2.0%

13.9%

14.1%

47.4%

22.6%

言葉も意味
もよく知って

いる

言葉はよく知っている
が意味は何となく

知っている

言葉は知って
いるが意味は

知らない

言葉を聞いた
ことがある程度

言葉を聞いたこともない

Ｎ2,355

70%

25.1%

57.6%

34.9%

26.3%

42.7%

7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

取り組みが始まって間もないた

め（情報が伝わるには時間がか

かる）

日々の業務に忙殺され、そこま

で意識や関心が回らないため

自らの業務内容とは直接関係が

無いため

組織内のコミュニケーションが

不十分であるため

ＰＲや研修などが不十分である

ため

その他

Ｎ＝733

25.1%

57.6%

34.9%

26.3%

42.7%

7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

取り組みが始まって間もないた

め（情報が伝わるには時間がか

かる）

日々の業務に忙殺され、そこま

で意識や関心が回らないため

自らの業務内容とは直接関係が

無いため

組織内のコミュニケーションが

不十分であるため

ＰＲや研修などが不十分である

ため

その他

Ｎ＝733

図 6 職員アンケート結果 

問 ： 「道路行政マネジメント」を推進しています。この「道

路行政マネジメント」という言葉や意味についてご存

知でしたか？ 

問 ： 皆さんが「道路行政マネジメント」という言葉

やその意味をよく知らない、あるいは聞いたこ

とがない理由として、どのようなことが考えら

れるでしょうか？ 

【地整等別】
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言葉も意味もよく知っている

言葉はよく知っているが意味は何となく知っている

言葉は知っているが意味は知らない

言葉を聞いたことがある程度

言葉を聞いたこともない

【地整等別】
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上司からの紹介や指示 まわりの職員からの情報
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全 国 
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② マネジメント研修、講習会などの取組み 

 

道路行政マネジメントの外部へのＰＲを積極的に進めるとともに、マネジメント研修や講習会

などにより、内部への浸透を図っている。また、組織内部の連携強化にも取り組んでいる。 

①北海道開発局の道路三課出前ミーティング：「成果志向」の道路行政マネジメントを職員一人

ひとりに浸透させることを目的として、本局の道路三課が 10 箇所の道路関係開発建設部に出

向き、道路行政マネジメントの展開を説明するとともに、各開発建設部が各自のマネジメン

トの展開を説明する取組みを実施している。 

②東北地方整備局の関係課を含めた横断的な連携強化：本局、事務所・出張所等の位置づけを

明確化するとともに、マネジメントのプロジェクトチームを結成して、関係課の連携を強化

する取組みを進めている。 

③九州地方整備局：全課出席により（春期・秋期）打合せを行っている。道路部長・局関係課

長、事務所関係全課の出席のもと、アウトカム指標等を用いた管内の現状の説明と各事業一

体的な事務所の運営方針を事務所長が説明し、情報共有が図られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇北海道 ◎道路三課出前ミーティング～

・本局が・本局が道路行政マネ道路行政マネ

ジメントの展開ジメントの展開を説明を説明

・・各開発建設部各開発建設部が、が、開開

発建設部・各事務所・発建設部・各事務所・

各事業所のマネジメン各事業所のマネジメン

トトを説明を説明

※※全１０開発建設部に全１０開発建設部に

て開催て開催

・職員一人ひとりへの浸透
・全職員を対象にミーティングを実施。

▲出前ミーティン
グの様子

◇九州
◎全課出席による（春季・秋期）打合せ

・管内の現状の説明と各事業一体的な事務所の運営方針の
説明。
・道路部長・局関係課長、事務所関係全課の出席

九州地方
整備局

事務所

事務所長

技術副所長

全課長

全係長

担当職員

九州地方
整備局

事務所

事務所長

技術副所長

全課長

全係長

担当職員

～本局、事務所・出張所等の位置づけ
を明確化～
・マネジメントプロジェクトチームの結
成・始動
・イントラを活用した情報共有化

▲ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ会議の様子

◇東北

◎関係課も含めた横断的な連携強化

図 7 マネジメント研修・講習会などの取組み例 

◎全課出席による(春期・秋期)打合せ 
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③ 地方版の達成度報告書／業績計画書の策定 

 

地域ニーズを的確に捉えた道路行政を実践するために、地方公共団体との連携を図りつつ地域

レベルの道路行政マネジメントに取組んでおり、その一環として各地域の実態を踏まえた地方版

の達成度報告書／業績計画書を策定している。平成 15 年度の業績計画書は 36 都道府県、平成 15

年度達成度報告書／平成 16 年度業績計画書は 41 都道府県、平成 16 年度達成度報告書／平成 17

年度業績計画書は 41 都道府県で策定されている。 

これらの地方版の達成度報告書／業績計画書は道路局ＨＰから閲覧することができる。

http://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-perform/ir-perform.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 地方公共団体との連携 

 

 より現場レベルの取組みを実践・強化するために、関東地方整備局においては平成 17 年度より

「道路見える化計画」を実施している。関東管内において国道事務所が主体となり 1 都 8 県と連

携して、道路の移動性や安全性向上を中心にデータを開示し、合意を図りながら施策を展開する

道路行政マネジメントの実践を開始している。 

 この取組みにおいて、都県ごとに学識経験者や地域経済会、マスコミ関係者などで構成される

委員会を設置し、都・県民から意見を聴取し、都県別の要対策箇所を整理して公表している。 

 

図 8 地方版の達成度報告書／業績計画書 
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（４）有料道路事業の取組み 

 

 平成 17 年 10 月の道路関係公団の分割・民営化に伴い、高速道路会社 6社（以下、各会社という）

と独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構(以下、機構という)が設立された。その後、各

会社と機構の間で平成 18 年 3 月に協定が締結された。 

協定には、新設・改築工事の内容とそれに要する費用に係る債務の引受限度額、貸付料、料金

などを定めている。機構と会社は、適正な維持・管理を行い、安全で利便性の高い高速道路のサ

ービス水準を確保する必要がある。 
 そのため、高速道路の維持・管理においても、本線渋滞損失時間や橋脚補強完了率などのアウ

トカム指標を導入し、これらの指標を用いたマネジメントを実践することとなった。また、取組

みの評価について、指標数値の推移だけでなく、取組み内容とその効果について検証するととも

に、目標値と実績値の乖離についての要因分析を行い、次期の取組みと目標値の設定を行う。 

 

（５） 積極的な情報提供 

 

 道路行政マネジメントの浸透と定着を図る目的で、道路局の道路行政マネジメントのホームペー

ジ（http://www.mlit.go.jp/road/management/index.html）を刷新した。これまでマネジメント

の取組みの好事例について、組織内部で共有し、その取組みを各地に広げるとともに、業務実施

の際の考えるヒントや「気づき」のきっかけとして活用してきたところであるが、現在は国民に

対する情報発信として、各地域の工夫ある取組みを「道路行政マネジメントによる成果の例」と

して、積極的にホームページに掲載している。 

また、第 26 回日本道路会議（平成 17 年 11 月）では、「地域に根ざした道路行政マネジメント

の実践 ～地域と学と官の連携による道路行政マネジメントの実践～」というテーマで、論文発

表やパネルディスカッションを行った。パネルディスカッションでは、今後の道路行政マネジメ

ントの取組みに関して有識者と出先事務所も含めた行政担当者とが意見交換を行い、有識者から

の有益な助言を取り入れながら、取組みの改善方針について議論をした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路行政マネジメント トップページ

道路行政マネジメントによる成果の例
（順次事例を追加）

成果の例へリンク

http://www.mlit.go.jp/road/management/index.html

図 9 道路行政マネジメントのホームページ 
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（６）今後の道路行政マネジメントの方向性 

 

①ＮＰＯ等との協働による道路行政の推進 

道路行政では、道路行政マネジメントを実践し、ＰＤＣＡサイクルをまわしてきているが、道

路利用者の満足度は依然、低い状況であり、ＮＰＯや市民団体等と協働するなど、国民ニーズに

きめ細かく対応する取組みが必要である。 

・ＮＰＯや市民団体等をパートナーとし、出先事務所とともに道路施策を施策立案段階から実施、

事後評価の各段階について協働して実施する。 

・道路管理分野においては、ボランティア・サポート・プログラム等を引き続き支援するととも

に、ＮＰＯや市民団体等に協働を頂き、身近なニーズを汲み上げる工夫をする。 

・街のにぎわいや利便性の向上を図るため、ＮＰＯ等の地域主体による道路空間を活用した地域

活動を積極的に支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②ＰＤＣＡ各段階での情報提供 

ＰＤＣＡの各段階において情報を発信し、地域住民等の理解と協力を得ることで効果的・効率

的な施策・事業実施が可能となる。例えば、「達成度報告書」の公表だけでなく、地域の課題・目

標設定、実行計画、施策・事業の実施状況、評価結果と改善策の提示の各段階、あるいは住民ア

ンケートや住民参加型事業など、あらゆる機会を捉えて、事業の取り組み状況に関する情報発信

や住民・道路ユーザーの理解を得る方策を検討し実施する。 
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図 10 国民と協働した道路行政マネジメントのイメージ
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